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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第75期
第１四半期
累計期間

第76期
第１四半期
累計期間

第75期

会計期間
自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日

自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日

自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日

営業収益 （百万円） 434 627 2,441

経常利益又は経常損失（△） （百万円） △172 53 82

四半期（当期）純利益又は四半

期純損失（△）
（百万円） △187 43 71

持分法を適用した場合の投資利

益又は投資損失(△)
（百万円） － － －

資本金 （百万円） 3,751 3,751 3,751

発行済株式総数 （千株） 40,429 40,429 40,429

純資産額 （百万円） 6,326 6,556 6,591

総資産額 （百万円） 8,554 8,849 8,335

１株当たり四半期（当期）純利

益金額又は１株当たり四半期純

損失金額（△）

（円） △4.69 1.08 1.79

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 2.00

自己資本比率 （％） 74.0 74.1 79.1

自己資本規制比率 （％） 716.8 804.2 918.7

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．営業収益には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益又は投資損失については、損益等からみて重要性の乏しい関連会社のみで

あるため、記載を省略しております。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当社とエース証券株式会社は、共同株式移転の方法により経営統合を進めるべく、両社の完全親会社を設立するこ

とについて合意し、平成25年11月に「株式移転に関する基本合意書」を締結いたしました。その後、当初の予定を延

期し経営統合に向けた準備を進めておりましたが、平成28年９月に東海東京フィナンシャル・ホールディングス株式

会社がエース証券株式会社の筆頭株主になり、両社を取巻く環境が大きく変化したことなどにより、これまで検討し

てきたスキームによる経営統合を進めることが両社および両社のステークホルダーにとって必ずしも最善ではないと

判断し、平成29年５月31日開催の両社の取締役会にて「株式移転に関する基本合意書」を解除することを決議いたし

ました。

「株式移転に関する基本合意書」を解除いたしましても、両社が包括的業務提携のもと強固な資本関係を構築し、

一体となって昨今の業界再編の流れや環境の変化に対して機動的かつ安定的に対応してきたことは今後も変わらず、

両社のシナジー効果をさらに発揮できるように努めてまいります。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

(１) 業績の状況

当第１四半期（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）におけるわが国経済は、政府の経済政策の浸透や

日本銀行の金融緩和政策の継続を背景に、企業収益や雇用情勢に改善が見られ、景気は緩やかな回復基調が続きま

した。しかしながら、先行きについては、新興国の景気が下振れするリスクに加え、英国のＥＵ離脱問題や米国新

政権の保護主義的な政策動向に対する懸念、また、北朝鮮などの地政学的リスクの高まりで、海外経済の不確実性

や金融資本市場の変動等に留意する必要があり、依然として不透明な状況が続いております。

このような経済環境の中、当第１四半期の国内株式市場では、日経平均株価は18,988円でスタートし、米国の長

期金利低下に伴って円高が進行したことに加え、米国軍によるシリア空軍基地への想定外のミサイル攻撃や、北朝

鮮情勢の緊迫化で地政学リスクの高まりが意識され、18,000円台前半での軟調な展開となりました。４月下旬以降

は、フランスのＥＵ離脱リスクの懸念の後退や、北朝鮮情勢の緊張度が低下したことで地政学リスクが後退したた

め上昇基調に転じ、４月25日には19,000円台を回復。５月以降も、国内企業の良好な決算発表を受けての企業業績

に対する安心感の高まりや、フランス大統領選の結果を受けての欧州の先行き不透明感の後退、さらには、６月の

米国利上げ観測を背景に円安が進んだことで、５月11日には20,000円台目前まで上昇しましたが、その後は、トラ

ンプ米国大統領とロシアとの不透明な関係を巡るロシアゲート問題を警戒して米国株式市場が急落した影響から

19,000円台後半でのもみ合いの展開となりました。６月に入ると、好調な日米経済指標の発表などを背景に再び上

昇し、６月２日には20,000円の大台を一時回復しましたが、米国株の高値警戒感などが意識されて、国内株式市場

も膠着感の強い動きとなり、中旬に米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）で事前予想通りの利上げが決定されたもの

の、20,000円台前半で上値が抑えられる展開が続き、日経平均株価は20,033円で当第１四半期を終えております。

このような状況のもと、当社はお客様に徹底した満足をしていただくことを最重要事項と位置付け、役職員の資

質向上に努めるとともに、地域に密着したお客様本位の営業を展開いたしました。具体的には、中長期で成長の見

込まれるＡＩ・ＩｏＴなどの第４次産業革命関連の投資信託および国内外の株式の提案営業を継続的に推進すると

ともに、お客様のニーズの高い投資信託の販売に取り組みました。また、本店および各支店での「毎日セミナー」

や講演会を開催し、お客様への情報提供を積極的に行いました。

以上の結果、当第１四半期の業績の概要は次のとおりとなりました。
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①　純営業収益

・受入手数料

堅調な株式市況の中で株式売買高が増加したため、株式の委託手数料は２億32百万円（前年同期比52.9％増）と

なり、債券および受益証券を含めた委託手数料の合計は２億41百万円（同36.7％増）となりました。

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料は、投資信託の販売手数料が増加したことにより１億

27百万円（同266.9％増）となりました。

また、その他の受入手数料は、投資信託の信託報酬の増加により42百万円（同2.0％増）となり、受入手数料は

全体で４億12百万円（同62.7％増）となりました。

・トレーディング損益

株券等トレーディング損益は外国株式の店頭取引による収益が増加したことなどにより78百万円の利益（前年同

期は18百万円の損失）となりました。債券等トレーディング損益は外貨建債券による収益が減少したことにより１

億22百万円の利益（前年同期比33.4％減）となり、トレーディング損益は全体で２億円の利益（同21.6％増）とな

りました。

・金融収支

金融収益は信用取引貸付金の期中平均残高が減少し受取利息が減少したことにより14百万円（同11.2％減）とな

りました。一方、金融費用は２百万円（同50.4％増）となり、金融収支は12百万円（同16.7％減）となりました。

 

以上の結果、当第１四半期の純営業収益は６億25百万円（同44.2％増）となりました。

 

②　販売費・一般管理費

人員数の減少等により人件費が21百万円減少し３億17百万円（同6.2％減）となった他、取引関係費が９百万円

減少したことなどにより、販売費・一般管理費は32百万円減の５億76百万円（同5.4％減）となりました。

 

③　営業外損益および特別損益

営業外収益として受取配当金等により５百万円を計上し、特別利益として金融商品取引責任準備金戻入８百万円

を計上いたしました。

 

以上の結果、当第１四半期の経常利益は53百万円（前年同期は１億72百万円の経常損失）、四半期純利益は43百万

円（前年同期は１億87百万円の四半期純損失）となりました。

 

(２) 資産、負債、純資産の状況

当社の資金は、自己資金と金融機関からの借入れが主な財源となっており、必要に応じて機動的に資金が調達でき

る体制を構築しております。

 

①　資産

当第１四半期末の資産合計は、平成29年３月末（以下、前期末）に比べ５億14百万円増加し88億49百万円となり

ました。その主な要因は、預託金が１億71百万円減少したものの、トレーディング商品が５億91百万円、現金・預

金が１億１百万円それぞれ増加したことなどによるものであります。

 

②　負債

当第１四半期末の負債合計は、前期末と比べ５億48百万円増加し22億92百万円となりました。その主な要因は、

賞与引当金が41百万円減少したものの、信用取引負債が４億１百万円、預り金が１億98百万円それぞれ増加したこ

となどによるものであります。

 

③　純資産

当第１四半期末の純資産合計は、前期末と比べ34百万円減少し65億56百万円となりました。その主な要因は、四

半期純利益43百万円を計上したものの、配当金79百万円を支払ったことなどによるものであります。
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(３) 経営方針・経営戦略等

当第１四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

(４) 事業上および財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、当社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および新たに生じた課

題はありません。

 

(５) 研究開発費

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成29年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 40,429,708 40,429,708

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

1,000株

計 40,429,708 40,429,708 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成29年４月１日～

平成29年６月30日
― 40,429 ― 3,751 ― 320

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成29年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

平成29年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 517,000 ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 39,892,000 39,892 ―

単元未満株式 普通株式 20,708 ― ―

発行済株式総数 40,429,708 ― ―

総株主の議決権 ― 39,892 ―

（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式727株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成29年３月31日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

丸八証券株式会社
名古屋市中区新栄町

二丁目４番地
517,000 ― 517,000 1.27

計 ― 517,000 ― 517,000 1.27

（注）　平成29年６月30日現在における当社の保有自己株式数は、517,727株であります。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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３【業務の状況】

(1）概況

①　受入手数料の内訳

期別 区分
株券

（百万円）
債券

（百万円）
受益証券
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

前第１四半期

累計期間

(平成28年４月

～平成28年６月)

委託手数料 152 － 24 － 176

募集・売出し・特定投資家

向け売付け勧誘等の取扱手

数料

－ 0 34 － 34

その他の受入手数料 0 0 40 0 41

計 152 0 100 0 253

当第１四半期

累計期間

(平成29年４月

～平成29年６月)

委託手数料 232 － 9 － 241

募集・売出し・特定投資家

向け売付け勧誘等の取扱手

数料

－ － 127 － 127

その他の受入手数料 0 0 41 0 42

計 233 0 178 0 412

 

②　売買等損益

＜トレーディング損益の内訳＞

期別 区分
実現損益
（百万円）

評価損益
（百万円）

計
（百万円）

前第１四半期累計期間

(平成28年４月

～平成28年６月)

株券等トレーディング損益 △28 9 △18

債券等トレーディング損益 200 △17 183

計 171 △7 164

当第１四半期累計期間

(平成29年４月

～平成29年６月)

株券等トレーディング損益 78 － 78

債券等トレーディング損益 107 15 122

計 185 15 200
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③　自己資本規制比率

 
前第１四半期会計期間末
(平成28年６月30日)

当第１四半期会計期間末
(平成29年６月30日)

基本的項目(百万円)  (A) 6,313 6,535

補完的項目

その他有価証券評価

差額金(評価益)等
(百万円) 12 21

金融商品取引責任準

備金等
(百万円) 18 10

一般貸倒引当金 (百万円) 0 0

計 (百万円) (B) 31 31

控除資産  (百万円) (C) 540 507

固定化されていな

い自己資本の額
(A)＋(B)－(C) (百万円) (D) 5,803 6,060

リスク相当額

市場リスク相当額 (百万円) 118 127

取引先リスク相当額 (百万円) 46 51

基礎的リスク相当額 (百万円) 644 575

計 (百万円) (E) 809 753

自己資本規制比率 (D)／(E)×100 (％)  716.8 804.2

　　（注）　上記は金融商品取引法に基づき、決算数値をもとに算出したものであります。

なお、当第１四半期累計期間の市場リスク相当額の月末平均額は146百万円、月末最大額は193百万円、取引先

リスク相当額の月末平均額は50百万円、月末最大額は54百万円であります。

 

(2）有価証券の売買等業務の状況（先物取引を除く）

①　株券

 期別 受託（百万円） 自己（百万円） 合計（百万円）

前第１四半期累計期間

（平成28年４月～平成28年６月）
17,766 43,243 61,009

当第１四半期累計期間

（平成29年４月～平成29年６月）
28,247 42,570 70,818

 

②　債券

 期別 受託（百万円） 自己（百万円） 合計（百万円）

前第１四半期累計期間

（平成28年４月～平成28年６月）
－ 7,078 7,078

当第１四半期累計期間

（平成29年４月～平成29年６月）
－ 4,480 4,480

 

③　受益証券

 期別 受託（百万円） 自己（百万円） 合計（百万円）

前第１四半期累計期間

（平成28年４月～平成28年６月）
2,091 3,183 5,275

当第１四半期累計期間

（平成29年４月～平成29年６月）
1,104 789 1,893
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④　その他

 期別 受託（百万円） 自己（百万円） 合計（百万円）

前第１四半期累計期間

（平成28年４月～平成28年６月）
76 － 76

当第１四半期累計期間

（平成29年４月～平成29年６月）
107 － 107

 

(3）証券先物取引等の状況

①　株券に係る取引

 期別
先物取引 オプション取引

合計（百万円）
受託（百万円） 自己（百万円） 受託（百万円） 自己（百万円）

前第１四半期累計期間

(平成28年４月

～平成28年６月)

－ 85,030 － 326,736 411,767

当第１四半期累計期間

(平成29年４月

～平成29年６月)

－ 39,367 － 105,124 144,491

 

②　債券に係る取引

該当事項はありません。

(4）有価証券の引受け、売出し業務および募集、売出し又は私募の取扱い業務の状況

①　株券

該当事項はありません。

②　債券

 期別 種類
引受高
（百万円）

売出高
（百万円）

募集の取扱高
（百万円）

売出しの取扱
高（百万円）

私募の取扱高
（百万円）

前第１四半期

累計期間

(平成28年４月

～平成28年６月)

国債 － － 15 － －

地方債 － － － － －

特殊債 － － － － －

社債 － － － － －

外国債券 － － － － －

合計 － － 15 － －

当第１四半期

累計期間

(平成29年４月

～平成29年６月)

国債 － － 4 － －

地方債 － － － － －

特殊債 － － － － －

社債 － － － － －

外国債券 － － － － －

合計 － － 4 － －
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③　受益証券

 期別 種類
引受高
（百万円）

売出高
（百万円）

募集の取扱高
（百万円）

売出しの取扱
高（百万円）

私募の取扱高
（百万円）

前第１四半期

累計期間

(平成28年４月

～平成28年６月)

株式投信 － － 1,559 － －

公社債投信 － － 8,138 － －

外国投信 － － 0 － －

合計 － － 9,699 － －

当第１四半期

累計期間

(平成29年４月

～平成29年６月)

株式投信 － － 4,435 － －

公社債投信 － － 10,736 － －

外国投信 － － 32 － －

合計 － － 15,204 － －
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）ならびに同規則第54条および第73条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府

令第52号）および「有価証券関連業経理の統一に関する規則」（昭和49年11月14日付日本証券業協会自主規制規則）

に準拠して作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成29年４月１日から平成29

年６月30日まで）および第１四半期累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期財務諸表

について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成29年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金・預金 3,977,764 4,079,024

預託金 977,672 805,863

顧客分別金信託 964,053 792,245

その他の預託金 13,618 13,618

トレーディング商品 - 591,430

商品有価証券等 - 591,430

約定見返勘定 393,572 393,101

信用取引資産 2,030,860 2,081,540

信用取引貸付金 1,960,832 2,069,097

信用取引借証券担保金 70,027 12,442

立替金 4 139

顧客への立替金 - 97

その他の立替金 4 42

短期差入保証金 170,000 170,000

前払費用 30,261 33,328

未収収益 69,664 58,991

繰延税金資産 75,238 59,386

その他の流動資産 45,345 11,622

貸倒引当金 △134 △126

流動資産計 7,770,249 8,284,301

固定資産   

有形固定資産 131,473 132,982

建物 67,156 65,205

器具備品 50,852 54,312

土地 13,464 13,464

無形固定資産 666 666

電話加入権 666 666

投資その他の資産 432,668 431,556

投資有価証券 142,254 145,334

関係会社株式 2,000 2,000

出資金 1,520 1,520

従業員に対する長期貸付金 7,786 6,180

長期差入保証金 238,167 236,963

長期前払費用 2,756 2,064

長期立替金 74,017 74,017

その他 56,185 55,495

貸倒引当金 △92,018 △92,018

固定資産計 564,807 565,204

資産合計 8,335,056 8,849,506
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成29年６月30日)

負債の部   

流動負債   

信用取引負債 461,219 862,705

信用取引借入金 392,891 769,813

信用取引貸証券受入金 68,327 92,892

預り金 924,337 1,123,147

顧客からの預り金 641,979 574,649

その他の預り金 282,358 548,497

受入保証金 128,714 107,298

未払金 14,578 19,697

未払費用 99,166 115,291

未払法人税等 13,610 10,238

賞与引当金 71,000 30,000

流動負債計 1,712,626 2,268,377

固定負債   

繰延税金負債 5,525 6,697

資産除去債務 6,213 6,227

その他の固定負債 1,000 1,000

固定負債計 12,738 13,925

特別法上の準備金   

金融商品取引責任準備金 18,350 10,257

特別法上の準備金計 18,350 10,257

負債合計 1,743,715 2,292,560

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,751,856 3,751,856

資本剰余金 336,225 336,225

利益剰余金 2,597,724 2,561,188

自己株式 △113,633 △113,633

株主資本合計 6,572,172 6,535,636

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 19,169 21,309

評価・換算差額等合計 19,169 21,309

純資産合計 6,591,341 6,556,945

負債・純資産合計 8,335,056 8,849,506
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（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

営業収益   

受入手数料 253,420 412,230

委託手数料 176,970 241,923

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等

の取扱手数料
34,842 127,849

その他の受入手数料 41,607 42,456

トレーディング損益 164,808 200,377

金融収益 16,702 14,838

営業収益計 434,931 627,445

金融費用 1,371 2,062

純営業収益 433,560 625,383

販売費・一般管理費 609,164 576,396

取引関係費 67,778 58,714

人件費 338,180 317,112

不動産関係費 50,606 52,277

事務費 122,793 117,034

減価償却費 9,381 7,070

租税公課 8,499 13,060

その他 11,924 11,125

営業利益又は営業損失（△） △175,603 48,987

営業外収益   

受取配当金 3,706 4,873

その他 895 419

営業外収益計 4,602 5,293

営業外費用   

為替差損 － 1,190

和解金 1,000 －

その他 377 23

営業外費用計 1,377 1,213

経常利益又は経常損失（△） △172,379 53,066

特別利益   

金融商品取引責任準備金戻入 3,599 8,093

特別利益合計 3,599 8,093

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △168,779 61,159

法人税、住民税及び事業税 2,127 1,787

法人税等調整額 16,339 16,084

法人税等合計 18,467 17,871

四半期純利益又は四半期純損失（△） △187,247 43,287
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【注記事項】

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費は、次のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日）

減価償却費 9,381千円 7,070千円

 

（株主資本等関係）

　前第１四半期累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月20日

取締役会
普通株式 79,824 2.00 平成28年３月31日平成28年６月14日 利益剰余金

 

　当第１四半期累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年５月19日

取締役会
普通株式 79,823 2.00 平成29年３月31日平成29年６月14日 利益剰余金

 

 

（金融商品関係）

当第１四半期会計期間に係る四半期貸借対照表計上額と時価との差額および前事業年度に係る貸借対照表計上

額と時価との差額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

（有価証券関係）

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。

 

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。

 

（持分法損益等）

損益等からみて重要性の乏しい関連会社のみであるため、記載を省略しております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社は、投資・金融サービス業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額または１株当たり四半期純損失金額および算定上の基礎は、以下のとおりであり

ます。

 
前第１四半期累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額または１株当たり四半期

純損失金額（△）
△4円69銭 1円08銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額または四半期純損失金額（△）

（千円）
△187,247 43,287

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額または四半期純

損失金額（△）（千円）
△187,247 43,287

普通株式の期中平均株式数（千株） 39,912 39,911

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

平成29年５月19日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

①配当金の総額…………………………………………79,823千円

②１株当たりの金額……………………………………２円00銭

③支払請求の効力発生日および支払開始日…………平成29年６月14日

（注）平成29年３月31日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年８月10日

丸八証券株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 櫻井　雄一郎　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 髙橋　浩彦　　　印

 

 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている丸八証券株式会
社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第76期事業年度の第１四半期会計期間（平成29年４月１日から平成29
年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、すな
わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 
四半期財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に
表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四
半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、丸八証券株式会社の平成29年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了す
る第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ
た。
 
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上
 

 

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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